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―AECの深化と FTA環境の変化の中で―

はじ め に

　東アジアでは ASEANが経済統合をリードしてきた．2₀₁₇年に設立₅₀周年を迎えた ASEANは，

₁₉₇₆年から域内経済協力を開始し，₁₉₉2年からは ASEAN自由貿易地域（AFTA）を推進，2₀₀3年

からは ASEAN経済共同体（AEC）の実現を目指してきた．2₀₁₅年₁2月には遂に AECを創設し，

更に経済統合を深化させようとしている．また東アジアにおいては，ASEANを中心として重層的

な協力が展開してきた．そして2₀₀₈年からの世界金融危機後の構造変化の中で，環太平洋経済連

携協定（TPP）が大きな意味を持ち始め，ASEANと東アジアの経済統合に大きな影響を与えてき

た．2₀₁₁年には東アジア地域包括的経済連携（RCEP）が ASEANによって提案された．2₀₁₅年₁₀

月には TPPが大筋合意され，2₀₁₆年 2 月には署名された．TPPの発効が，更に東アジアの経済統

合に大きな影響を与えると考えられた．

　しかしながら，2₀₁₇年 ₁ 月2₀日にはトランプ氏がアメリカ大統領に就任し， ₁月23日には TPP

からの離脱に関する大統領令に署名した．アメリカの TPP離脱とアメリカ発の保護主義の拡大

は，ASEANにも大きな影響を与えている．このような状況の下で日本は，2₀₁₇年 ₅ 月には

TPP₁₁を提案して交渉を推進してきた．

　2₀₁₈年 ₁ 月には AECの関税撤廃が完了した．すなわちカンボジア，ラオス，ミャンマー，ベト

ナムの CLMV諸国に与えられていた ₇ ％の猶予品目の関税撤廃が行われた．猶予されていたベト

ナムの自動車等の関税も撤廃された．

　ASEANの自動車産業も，急速に発展してきている．ASEANでは，成長とともに所得が上昇し

て自動車を購買できる中間層も急速に増大し，自動車の生産・販売・輸出も大きく拡大している．

　は じ め に
第 ₁節　ASEANを巡る FTA環境の変化
第 2節　ASEAN自動車産業
第 3節　AECの深化とFTA環境の変化がASEAN自動車産業へ与える影響
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自動車産業は，ASEAN各国にとってきわめて重要な戦略産業である．また ASEAN自動車産業に

おいて日系企業の役割はきわめて大きい．他方，ASEANの経済統合が，BBCスキームに始まり，

ASEAN産業協力スキーム（AICO），ASEAN自由貿易地域（AFTA）と AECへ至るまで，長期的

に自動車産業の部品補完や国際分業を支援してきた．関税撤廃の完成を含めた AECの深化は，

ASEANと ASEANの産業にも大きな影響を与えるであろう．

　本論では，AECの深化と FTA環境の変化の中での ASEAN自動車産業について考察する．そ

の際に，ASEAN自動車産業において大きな位置を占める日系企業についても触れたい．筆者は世

界経済の構造変化の下での ASEANと東アジアの経済統合を長期的に研究してきている．本論で

はそれらの研究の延長に，保護主義拡大下での ASEANにおける関税撤廃やメガ FTA等の変化

が，ASEAN自動車産業に与える影響について考察したい．

第 ₁節　ASEANを巡る FTA環境の変化

1 ．AEC・TPP・RCEPの進展

（ ₁）ASEAN経済統合の展開と AEC

　東アジアでは，ASEANが域内経済協力・経済統合の先駆けであった₁）．₁₉₆₇年に設立された

ASEANは，当初の政治協力に加え，₁₉₇₆年の第 ₁回首脳会議と「ASEAN協和宣言」より域内経

済協力を開始した．₁₉₇₆年からの域内経済協力は，外資に対する制限の上に企図された「集団的

輸入代替重化学工業化戦略」によるものであったが挫折に終わり，₁₉₈₇年の第 3回首脳会議を転

換点として，₁₉₈₅年 ₉ 月のプラザ合意を契機とする世界経済の構造変化を基に，「集団的外資依存

輸出指向型工業化戦略」へと転換した．₁₉₉₁年から生じた ASEANを取り巻く政治経済構造の歴

史的諸変化の下で，更に域内経済協力の深化と拡大が進められ，₁₉₉2年からは ASEAN自由貿易

地域（AFTA）が推進されてきた．そして冷戦構造の変化を契機に，ベトナム，ラオス，ミャン

マー，カンボジアが ASEANに加盟した．その後₁₉₉₇年のアジア経済危機以降の構造変化の下で，

ASEANにとっては，更に協力・統合の深化が目標とされた．

　2₀₀3年₁₀月の第 ₉回首脳会議における「第 2 ASEAN協和宣言」は，ASEAN経済共同体（AEC）

の実現を打ち出した．AECは，2₀2₀年までに物品（財）・サービス・投資・熟練労働力の自由な移

動に特徴付けられる単一市場・生産基地を構築する構想であった2）．2₀₀₇年 ₁ 月の第₁2回 ASEAN

首脳会議では，ASEAN共同体創設を ₅年前倒しして2₀₁₅年とすることが宣言され，2₀₀₇年₁₁月の

第₁3回首脳会議では，AECの2₀₁₅年までのロードマップである「AECブループリント」が発出さ

₁）　ASEAN経済統合の展開と世界金融危機後の変化に関しては，清水（2₀₁₆），参照．
2）　AECに関しては，石川・清水・助川（2₀₁₆）等を参照．
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れた．2₀₁₀年 ₁ 月には先行加盟 ₆カ国で関税が撤廃され AFTAが完成した．先行 ₆カ国では品目

ベースで₉₉.₆₅％の関税が撤廃された．

　ASEANは，東アジアの地域経済協力においても，中心となってきた（図 ₁参照）．東アジアで

はアジア経済危機への対策を契機に，ASEAN+ 3 や ASEAN+ ₆ などの地域経済協力が重層的・多

層的に展開しており，その中心は ASEANであった．また ASEAN日本包括的経済連携協定

（AJCEP）や ASEAN中国自由貿易地域（ACFTA）などの ₅つの ASEAN+ ₁ の FTAが，ASEAN

を軸として確立されてきた．
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図 1　ASEANを中心とする東アジア地域協力枠組み

　注）（　）は自由貿易地域（構想を含む）である．
　　　ASEAN：東南アジア諸国連合　AFTA：ASEAN自由貿易地域
　　　RCEP：東アジア地域包括的経済連携
　　　TPP₁₁：正式には CPTPP：包括的及び先進的な環太平洋経済連携協定
　　　APEC：アジア太平洋経済協力　FTAAP：アジア太平洋自由貿易圏
出所）筆者作成．
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（ 2）世界金融危機後の変化と TPP・RCEP

　2₀₀₈年の世界金融危機後の構造変化は，ASEANと東アジアに大きな転換を迫ってきた．その構

造変化の下で TPPにアメリカも参加した．TPPは，2₀₀₆年に P ₄ として発効した当初はブルネイ，

チリ，ニュージーランド，シンガポールの ₄カ国による FTAに過ぎなかったが，アメリカ，オー

ストラリア，ペルー，ベトナムも加わり大きな意味を持つようになった．2₀₁₀年 3 月には ₈カ国

で交渉が開始され，₁₀月にはマレーシアも交渉に加わった．

　TPPがアメリカをも加えて確立しつつある中で，東アジア全体の FTAも推進されることとなっ

た．2₀₁₁年₁₁月₁₇日の ASEAN首脳会議では，ASEANが，これまでの東アジア包括的地域連携

（CEPEA）と東アジア自由貿易地域（EAFTA），ASEAN＋ ₁の FTAの延長に，ASEANを中心と

する新たな東アジアの FTAである RCEPを提案した．2₀₁2年 ₈ 月の第 ₁回の ASEAN＋FTAパー

トナーズ大臣会合では，ASEAN₁₀カ国並びに ASEANの FTAパートナー ₆カ国の計₁₆カ国が

RCEPを推進することに合意し，2₀₁2年₁₁月には RCEP交渉立上げ式が開催された．RCEPはこ

うして，急速に交渉へ動きだした．RCEPは成長を続ける東アジアのメガ FTAであり，RCEPの

実現は東アジア全体で貿易と投資を促進し，東アジアの発展に資すると考えられた．

　2₀₁3年 3 月₁₅日には日本が TPP交渉参加を正式に表明し，東アジアの経済統合と FTAに更に

インパクトを与えた． ₅月には RCEP第 ₁回交渉が行われ， ₇月には第₁₈回 TPP交渉会合におい

て日本が TPP交渉に正式参加した．こうして世界金融危機後の変化は，ASEANと東アジアの経

済統合の実現を追い立てることとなった．

　2₀₁₅年₁₀月 ₅ 日には，アメリカのアトランタで開催された TPP閣僚会議において，遂に TPP

協定が大筋合意された．2₀₁₀年 3 月に ₈ カ国で交渉開始してから約 ₅年半での合意であった．そ

して2₀₁₆年 2 月 ₄ 日には，TPP協定がニュージーランドのオークランドにおいて署名された．

TPPは日本とアメリカを含めたアジア太平洋のメガ FTAであり，高い貿易自由化レベルを有する

ことと，新たな通商ルールを含むことが特徴である．

（ 3）AECの創設

　東アジアの経済統合を牽引する ASEANは，着実に AECの実現に向かい，2₀₁₅年₁2月3₁日には

AECを創設した．AECは東アジアで最も深化した経済統合である．AECでは，関税の撤廃に関

して，AFTAとともにほぼ実現を果たした．AFTAは東アジアの FTAの先駆であるとともに，東

アジアで自由化率の高い FTAである．先行加盟 ₆カ国は，2₀₁₀年 ₁ 月 ₁ 日にほぼすべての関税を

撤廃した．2₀₁₅年 ₁ 月 ₁ 日には，CLMV諸国の一部例外を除き，全加盟国で関税の撤廃が実現さ

れた．ただし CLMV諸国においては，関税品目表の ₇ ％までは2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日まで撤廃が猶予さ

れた．ASEAN₁₀カ国全体での総品目数に占める関税撤廃品目の割合は₉₅.₉₉％に拡大した．原産地

規則の改良や自己証明制度の導入，税関業務の円滑化，ASEANシングル・ウインドウ（ASW），

基準認証等も進められた．更にサービス貿易の自由化，投資や資本の移動の自由化，熟練労働者
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の移動の自由化も徐々に進められている．また輸送プロジェクトやエネルギープロジェクト，知

的財産権，経済格差の是正等多くの取り組みもなされてきている3）．

　2₀₁₅年₁₁月の首脳会議では，新たな AECの目標（「AECブループリント2₀2₅」）を打ちだし，

2₀2₅年に向けて，更に AECを深化させようとしている．「AECブループリント2₀2₅」は，「A．高

度に統合され結合した経済」，「B．競争力のある革新的でダイナミックな ASEAN」，「C．連結性

強化と分野別統合」，「D．強靭で包括的，人間本位・人間中心の ASEAN」，「E．グローバル

ASEAN」の ₅つの柱を示した₄）．「AECブループリント2₀2₅」は，これまで達成してきた関税撤

廃等の成果の延長に，未達成の部分を達成して統合を深化させる現実的路線と言えるが，今後，

更に統合の加速を迫られ，新たな目標を追加，あるいは達成時期を前倒しする可能性がある．

　ASEANは，着実に「AEC2₀2₅」の目標へ向かっている．2₀₁₇年 2 月には，「AECブループリン

ト2₀2₅」の詳しい行動計画を示す『ASEAN統合戦略的行動計画（CASP）』が出され，2₀₁₈年 ₈ 月

には更に改訂版が出されている．2₀₁₈年にも，ASEANで初めての電子商取引分野の協定である

「ASEAN電子商取引協定」が署名され，ASEANサービス貿易協定（ATISA）も合意に達した．

2 ．トランプ大統領就任後の変化

　TPP大筋合意と署名が，更に ASEANと東アジアの経済統合を進めると考えられたが，2₀₁₆年

₁₁月 ₈ 日にはアメリカの大統領選でトランプ氏が当選し，大きな衝撃を与えた．2₀₁₇年 ₁ 月2₀日

には実際にトランプ氏がアメリカ大統領に就任し， ₁月23日には TPPからの離脱に関する大統領

令に署名した．アメリカの TPP離脱は，ASEAN経済統合と ASEAN各国にも大きな負の影響を

与えている₅）．

　TPPの ASEAN経済統合への影響を考えてみよう．先ずトランプ氏当選以前の状況においては，

第 ₁に，TPPは ASEAN経済統合を加速し，追い立ててきた．第 2に，TPPが，RCEPという東

アジアの広域の経済統合の実現を追い立て，RCEPが更に ASEANの統合を追い立ててきた．第

3に，TPPの規定が ASEAN経済統合を更に深化させる可能性もあった．

　しかし2₀₁₆年₁₁月のトランプ氏の大統領選挙当選後には，大きく状況が変化してしまった．ア

メリカが TPPから離脱し，TPPが発効できずに頓挫してしまう可能性が生まれてきた．その場合

には，これまで述べてきたプラスの影響は得られない．ASEAN経済統合に与える影響では，第 ₁

に，ASEAN経済統合を追い立てる力が弱くなる．第 2に，TPPが RCEP交渉を促す力が弱くな

り，RCEPが AECを追い立てる力も弱くなる．第 3に，TPPのいくつかの規定が AECを深化さ

せる可能性は低くなる．そして TPPが頓挫する事は，あるいはトランプ大統領になって世界経済

3）　AECの実現状況に関しては，ASEANSecretariat （2₀₁₅a, b），石川・清水・助川（2₀₁₆）等，参照．
₄）　ASEAN Secretariat （2₀₁₅c）．
₅）　トランプ大統領就任と ASEAN経済統合に関しては，清水（2₀₁₇a），参照．
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が保護主義的になることは，東アジア経済全体に大きな負の影響を与える．ASEANを含めて東ア

ジア各国は，貿易と投資の相互依存関係の増進の中で急速な成長を遂げてきたからである．

　TPPからアメリカが離脱し世界各国が保護主義的になってきている中で，日本は2₀₁₇年 ₅ 月に

TPP₁₁を提案してその後の交渉をリードした．また EUとのメガ FTAを進め，日本 EU・EPAが

₇月に大枠合意され，₁2月に最終合意された．

　2₀₁₇年₁₁月のベトナムのダナンでの TPP閣僚会議では，TPP₁₁（包括的及び先進的な TPP協定：

CPTPP）が大筋合意された．ただし，いくつかの項目に関しては，再度の交渉が必要となった．

そして2₀₁₈年 ₁ 月23日の TPP交渉会合では，遂に協定文が最終的に確定し， 3月 ₈ 日にチリで署

名することとなった．カナダは NAFTA交渉を抱え，TPP₁₁の合意には消極的な面があったが，

最終的には合意した．TPP₁₁（CPTPP）は，その規模は大きくないが，TPPの高い水準の貿易自

由化と新たなルールを受け継ぎ，今後のメガ FTAの雛形になる．同時に AECの深化と RCEP交

渉の進展にも影響を与えるであろう．

　RCEPに関しては，交渉会合と閣僚会合が重ねられ，₁₁月₁2日には閣僚会合，₁₄日に首脳会議

が開催されたが，結局2₀₁₇年に交渉妥結することはできなかった．₁₁月₁₄日の RCEP首脳会議の

「RCEP交渉の首脳による共同声明」では，「閣僚と交渉官が，RCEP交渉の妥結に向けて2₀₁₈年

に一層努力することを指示する」と述べられ，交渉分野に関しては₁₈の交渉分野：（a）物品貿易，

（b）原産地規則（ROO），（c）税関手続・貿易円滑化（CPTF），（d）衛生植物検疫措置（SPS），（e）

任意規格・強制規格・適合性評価手続（STRACAP），（f）貿易救済，（g）サービス貿易，（h）金融

サービス，（i）電気通信サービス，（j）人の移動（MNP），（k）投資，（l）競争，（m）知的財産

（IP），（n）電子商取引（E-commerce），（o）中小企業（SMEs），（p）経済技術協力（ECOTECH），

（q）政府調達（GP），（r）紛争解決が述べられた₆）．

3 ．AECの関税撤廃の完了

　2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日には遂に AECの関税撤廃が完了した．すなわち2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日に猶予されてい

た ₇ ％の品目の関税が撤廃され，AFTAが完成した．各国で関税撤廃が猶予されていた₆₅₀超の品

目の関税が新たに撤廃され，CLMV諸国の関税撤廃率は₉₈.₁％に達した．ベトナムでは，2₀₁₇年

に自動車やオートバイに掛けられていた3₀％の関税が撤廃された．

　ASEANでは，AFTAによって2₀₀3年 ₁ 月には先行 ₆カ国の関税は，ほぼ ₅％以下に引き下げら

れた．更に2₀₀3年₁₁月からは AECの実現に向かって，その核である AFTAを推進し，2₀₁₀年 ₁ 月

₁ 日には AFTAによる先行 ₆カ国による関税の撤廃がほぼ完成した．AEC創設年の2₀₁₅年の ₁月

₆）　「東アジア地域包括的経済連携（RCEP）交渉の首脳による共同声明」（http://www.mofa.go.jp/mofaj/
files/₀₀₀3₀₇₆₇₀.pdf）．
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₁ 日には，CLMV諸国においても，一部を除いて関税が撤廃された．ただし ₇ ％の品目に関して

は2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日まで撤廃が猶予された．たとえばベトナムでは，自動車と自動車部品の撤廃を

猶予していた．

　しかし2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日には関税が撤廃され，大きな影響を与える事が予想された．たとえば，

ベトナムでは急速に関税が引き下げられてきており，2₀₁₀年までは完成車関税は₈3％であったが，

2₀₁₁年には₇₀％，2₀₁3年には₆₀％，2₀₁₄年には₅₀％，2₀₁₆年には₄₀％，2₀₁₇年に3₀％へと急激に

引き下げられ，2₀₁₈年 ₁ 月には遂に関税が撤廃された．AECの関税撤廃の完成は，ASEANを取

り巻く FTA環境の変化の中でも，ベトナムを含め ASEANの自動車産業に最も大きな影響を与え

る変化である．この点に関しては，第 3節で詳しく考察する．

第 2節　ASEAN自動車産業

1 ．ASEANの自動車産業

　現在，ASEANは世界の有力な成長センターとなり，ASEANの自動車産業も急速に発展してき

ている．ASEANでは，成長とともに所得が上昇して自動車を購買できる中間層も急速に増大し，

自動車の生産・販売・輸出も大きく拡大している．自動車産業は，ASEAN各国にとってきわめて

重要な戦略産業である．また ASEAN自動車産業において日系企業の役割はきわめて大きい．他

方，ASEANの経済統合も，早くから自動車産業の部品補完や国際分業を支援してきた．以下，

ASEANの自動車産業と日系企業について述べていく₇）．

2 ．ASEAN各国の自動車産業

　ASEANにおける自動車生産と販売の分析に入る前に，ASEAN主要国の自動車産業の現状につ

いて，簡単に触れておこう．

（ ₁）タイ

　ASEANの自動車産業の核であるタイは，政情不安，アジア経済危機や世界金融危機，大洪水等

の多くの影響を受けながらも，自動車生産と販売を大きく拡大させてきた．日系の主要なメー

カーが生産を行っており，日系自動車メーカーの一大集積地となっている．また日系を含め2₀₀₀

社以上の第 ₁次から 3次の部品メーカーが集積している．販売では約₉₀％を日系自動車が占め，

日系メーカーの世界における重要な生産基地と市場である．また最近では年に約₁2₀万台を輸出す

る自動車輸出国である．需要においては， ₁トン・ピックアップトラックの需要が大きかったが，

₇）　ASEANの自動車産業と日系企業に関して詳細は，清水（2₀₁₅）を参照．また各国の自動車産業の状
況に関しては，フォーイン（2₀₁₅），フォーイン（2₀₁₇）等を参照．
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最近では乗用車の需要も増えてきている．

　タイにおいては，これまでも自動車産業政策によって自動車産業を保護育成してきたが，2₀₀₇

年 ₁ 月に発表した最初の「エコカー政策」で，低燃費の乗用車への投資誘致と生産促進を図って

きた．その最初のモデルは日産自動車（日産）のマーチで，日系各社が認可を受けて生産してい

る．2₀₁3年₁₀月からは第 2弾の「エコカー政策」が進められている．また2₀₁₇年 3 月には電動車

等の生産に対する新投資奨励策を発表している（尚，この電動車にはハイブリッド車も含まれる）．

（ 2）インドネシア　

　インドネシアは，ASEANで最大の人口を抱えながら成長を続け，生産と販売が大きく拡大して

きている．インドネシアにおいても日系の主要なメーカーが生産を行っており，日系自動車メー

カーの主要な生産基地と市場となっている．また日系を含め₁₀₀₀社以上の部品メーカーが集積し

ている．販売では，タイを上回る約₉₅％程度のシェアを日系自動車が占めている．また最近では

約2₀万台を輸出している．需要においては， ₇人乗りなどのミニバンの需要が大きく，ミニバン

を含めた乗用車の割合が大きい．自動車政策においては，2₀₁3年に「LCGC政策（低コストグリー

ンカー政策）」を発表し，タイと同様の政策を進めている．

（ 3）マレーシア

　マレーシアは，他の ASEAN各国と異なり，₁₉₈₀年代から独自の国民車を生産してきており，

プロトン，プロデュア（ダイハツの資本が入っている）に代表される国民車の生産と販売の割合が

大きい．自動車の需要に関しては，マレーシアの一人当たり所得が高いこともあり，乗用車中心

でやや成熟した市場と言える．自動車政策においては，2₀₁₄年 ₁ 月から低燃費車生産を促進する

「EEV政策」が進められている．2₀₁₇年₁₀月には中国の吉利が，第 ₁国民車プロトンの₄₉.₉％の資

本を取得した．今後，プロトンを巡る状況が大きく変化する可能性がある．更に2₀₁₈年 ₅ 月には

マハティール氏が首相に返り咲き，新たな国民車の構想が打ち出される可能性もある．

（ ₄）フィリピンとベトナム

　フィリピンやベトナムの自動車生産と販売の規模は，上記 3カ国に比べるときわめて小さい．

ただし，最近は販売が急速に拡大し，生産も拡大している．フィリピンでは，2₀₁₆年時点で現地

生産車比率は3₀％を下回り輸入車が多く，AFTAによる関税撤廃の影響を受けてきた．しかし，

自動車産業の育成に向けて新たな自動車産業政策「CARS」を進めている．

　ベトナムも日系を含め自動車生産を行っているが，AFTAによる関税引き下げの影響を受けて

きている．第 3節で述べるが，2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日には，2₀₁₇年には3₀％であった完成車の関税が一

気に撤廃された．ベトナムではそれに合わせて，いくつかの輸入禁止的な政策が打ちだされてい

る．
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3 ．ASEANの自動車生産・販売・輸出

（ ₁）ASEANの自動車生産・販売

　ASEANの自動車生産は急速に拡大してきた．タイ，インドネシア，マレーシア，フィリピン，

そして₁₉₉₅年に ASEANに加盟したベトナムの主要な自動車生産国 ₅カ国の自動車生産台数は，

2₀₁₀年には3₁₀.2万台であったが，2₀₁₁年にはタイの洪水の影響があり2₉₉.₅万台に減少したものの，

2₀₁2年には₄23.₈万台，2₀₁3年には₄₄3.₉万台に拡大した．ただし2₀₁₄年にはタイの生産減少により

3₉₈.₅万台に減少し，2₀₁₅年には3₈₉.₇万台，2₀₁₆年には₄₀2.₀万台，2₀₁₇年に₄3₅.₇万台と拡大した（図

2参照）．たとえば2₀₁₇年の生産状況を見ると，タイが₁₉₈.₉万台（ ₅ カ国生産に占めるシェアは

₄₉.2％），インドネシアが₁2₁.₇万台（3₀.₁％），マレーシア₅₀.₀万台（₁2.₄％），フィリピンは₁₄.2万

台（3.₅％），ベトナムは₁₉.₆万台（₄.₉％）であった₈）．2₀₁₇年のシェアでは，タイとインドネシア

で₇₉.3％，タイとインドネシアとマレーシアの 3国で₉₁.₇％を占め，圧倒的である．2₀₁₈年には，

2₀₁₇年よりも更に ASEANの自動車生産が拡大する見込みである．

　販売では，タイ，インドネシア，マレーシア，フィリピン，ベトナム，シンガポール，ブルネ

イの ASEANの主要 ₇カ国の自動車販売台数は，ASEAN各国の成長にともない拡大が続き，2₀₁₀

年から過去最高を更新して2₀₁3年に3₅₉.2万台に達した．2₀₁₄年には ASEAN主要 ₇カ国で約32₄.₉

₈ ）　フォーイン『アジア自動車調査月報』2₀₁₅年 2 月号， ₆ページ．23ページ，2₀₁₈年₁2月号， ₄ページ．

図 2　ASEAN主要 ₅カ国の自動車生産台数（2₀₁₁～2₀₁₇年）

　　　　 注） 各国自動車工業会資料，ASEAN Automotive Federation資料等より FORIN作
成．2₀₁₈年の見通しは FORINによる．

　　　 出所） FOURIN（フォーイン）『アジア自動車調査月報』2₀₁₅年 2 月号，23ページ，
2₀₁₈年₁2月号， ₆ページ．
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万台へ，2₀₁₅年には3₁3.₇万台へと減少したが，2₀₁₆年に32₄.2万台へやや回復し，2₀₁₇年には3₄₀.2

万台に拡大した（図 3参照）．2₀₁₇年の販売状況を見ると，タイが₈₇.2万台（ ₇カ国販売に占めるシェ

アは2₅.₆％），インドネシアが₁₀₈.₀万台（3₁.₇％），マレーシアが₅₇.₈万台（₁₇.₀％），フィリピンが

₄₇.₄万台（₁3.₉％），ベトナムが2₇.3万台（₈.₀％），シンガポールが₁₁.₆万台（3.₄％），ブルネイが₁.₁

万台（₀.3％）であった．2₀₁₇年のシェアでは，タイとインドネシアで₅₇.₄％，タイとインドネシア

とマレーシアの 3国で₇₄.3％を占めた₉）．

　2₀₁₄年と2₀₁₅年の販売の減少においては，特にタイの「ファーストカー購入政策」による需要

先食いの影響が大きかったが，その反動の影響は少なくなりつつあり，タイの自動車販売並びに

ASEAN全体の自動車販売は徐々に回復に向かってきた．2₀₁₆年，2₀₁₇年と自動車販売が拡大し，

2₀₁₈年には更に拡大する見込みである．ASEAN経済の発展と所得の向上とともに，長期的には

ASEANの自動車販売は拡大を続けるであろう．

（ 2）日系自動車メーカーの優位

　販売においては，日系ブランドが₈₀％を超え，圧倒的シェアを握っている．タイ，インドネシ

ア，マレーシア，フィリピン，ベトナム，シンガポール，ブルネイの ₇カ国の販売において，2₀₁₅

年に₈₄.₄％，2₀₁₆年に₈₄.3％のシェアであった．またトヨタ自動車（トヨタ）のシェアは，2₉.₀％

ときわめて大きい₁₀）．なお，生産においては，輸出を含め更に日系メーカーが優位となっている．

₉）　同上．
₁₀）　フォーイン（2₀₁₇），2₀⊖2₁ページ．

図 3　ASEAN主要 ₇カ国の自動車販売台数（2₀₁₁～2₀₁₇年）

　　　　 注） 各国自動車工業会資料，ASEAN Automotive Federation資料等より FORIN作
成．2₀₁₈年の見通しは FORINによる．

　　　 出所） FOURIN（フォーイン）『アジア自動車調査月報』2₀₁₅年 2 月号，23ページ，
2₀₁₈年₁2月号， ₆ページ．
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　ASEAN市場は，日系メーカーにとって日本や北米と並ぶ最重要市場である．中国市場と比べて

も，中国市場は規模が大きいが日系ブランドのシェアが小さいため，日系企業にとっては，

ASEAN市場は，中国市場に対抗する3₀₀万台クラスの市場であり，ASEAN市場は最重要な巨大

販売市場である．同時に，日系企業にとって，₄₀₀万台クラスの巨大生産基地である．

　ASEAN市場では，タイでは ₁トン・ピックアップトラック，インドネシアではミニバン，マ

レーシアでは乗用車の需要が大きいというように，それぞれに需要が異なっている．日系メー

カーは，各国のそれぞれ異なる需要に対応してきており， ₁トン・ピックアップトラックやミニ

バン，小型乗用車で大きなシェアを有する．また部品や素材の現地調達を拡大して低コストの現

地生産を達成しながら，AFTA等により完成車と部品の輸出入においても関税等での恩典を獲得

してきている．更に低燃費の小型乗用車においては，最近のタイの「エコカー政策」やインドネ

シアの「LCGC政策」，フィリピンの「CARS」によって，税の優遇を受けている．また ASEAN

市場では，シェアの大きさゆえに価格競争でも優位にあると言える．

　ただし，最近では吉利汽車がマレーシアのプロトンに資本参加する等，中国の自動車メーカー

の東南アジアへの進出もある．吉利汽車は2₀₁₇年₁₀月にプロトンへの₄₉.₉％の出資を完了した．ま

た上海汽車は，タイに量産工場を設置してMGブランドの乗用車などを生産しているが，更に

2₀₁₆年₁₁月にチョンブリ県で新工場の建設に着工した．インドネシアでも上海 GM五菱の新工場

が2₀₁₇年 ₇ 月に稼働した₁₁）．ASEANでの生産と販売における競争が激しくなる中で，日本メー

カーは，更に優位を追求していく必要がある．

（ 3）ASEAN自動車産業の輸出拠点化―タイとインドネシアの輸出拠点化―

　ASEANの自動車生産と販売を比べてみると，生産が販売を上回っており，これらの差は主とし

て輸出を反映している．2₀₀₄年からは，次項で述べるトヨタの革新的国際多目的車（IMV）がタイ

とインドネシアで生産開始され，タイやインドネシアからの IMVの輸出が拡大してきた．また

2₀₁₀年にはタイで日産の小型乗用車のマーチの生産が開始され，ASEAN各国や日本への輸出が拡

大してきた．輸出の拡大はこれらを反映する．

　ASEANにおける主要な自動車輸出国のタイは，2₀₀₀年代半ばから ASEANの輸出拠点となり，

2₀₁3年に自動車輸出が₁₁2.₁万台に達し，2₀₁₄年においても，国内販売と生産が大きく縮小する中

で輸出は₁₁2.3万台と若干ではあるが拡大し，2₀₁₅年においても₁2₀.₅万台と着実に拡大し，2₀₁₆年

には若干減少したものの₁₁₈.₉万台を輸出，2₀₁₇年にも₁₁₄.₀万台を輸出した₁2）（図 ₄ 参照）．トヨタ

の IMVなどの ₁トン・ピックアップトラックが大きな割合を占めるが，マーチやミラージュなど

の乗用車の輸出も拡大している．

₁₁）　フォーイン『アジア自動車月報』2₀₁₇年₁2月号， ₅ページ．
₁2）　フォーイン『アジア自動車調査月報』2₀₁₆年₁2月号， ₈ページ，2₀₁₈年₁2月号， ₆ページ．
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₁3）　同上．
₁₄）　以下，詳細は清水（2₀₁₁，2₀₁₅），参照．また ASEAN域内経済協力と BBCスキームに関して詳しく

　インドネシアにおいても，トヨタの IMVの輸出が始まった2₀₀₄年には ₁ 万台弱であったが，

2₀₀₈年に₁₀万台を超え，2₀₁3年には約₁₇.₁万台，2₀₁₄年度には2₀.2万台，2₀₁₅年には2₀.₈万台に拡

大し，2₀₁₆年にも₁₉.₄万台を輸出，2₀₁₇年にも2₅.₅万台を輸出した₁3）（図 ₄ 参照）．インドネシアも

ASEANの輸出拠点となりつつある．

　輸出の拡大においては，次項で見るように AFTAなどによる関税削減の効果も大きい．今後，

更に AECの深化，ASEAN+ ₁ などの FTAの整備が進められ，輸出が拡大するであろう．輸出の

拡大と生産の拡大は，ASEAN経済全体の成長を導くであろう．

4 ．ASEAN経済統合と自動車産業

（ ₁）ASEAN経済統合と自動車産業

　ASEANにおいては，ASEAN域内経済協力が自動車産業の部品補完や生産ネットワーク形成を

支えてきた．そしてその主要な受益者は日系企業であった．ASEANは，₁₉₈₇年の第 3回首脳会議

を転換点として，「集団的外資依存輸出指向型工業化戦略」による域内経済協力へと転換したが，

この戦略の下での協力を体現したのは，三菱自動車工業（三菱自工）が ASEANに提案して₁₉₈₈年

に調印された BBCスキームであった．BBCスキームは，ASEANの域内経済協力の中で最も早く

から着実に実践されてきた協力でもあった．そして BBCスキームは，三菱自工，トヨタ，日産等

により実践されてきた₁₄）．

図 4　タイとインドネシアの自動車輸出台数（2₀₁₁～2₀₁₇年）

　　　　注） 各国自動車工業会資料より FOURIN作成．KDを含まない．
2₀₁₈年の見通しは FORINによる．

　　　出所） FOURIN（フォーイン）『アジア自動車調査月報』2₀₁₆年₁2月号，
₈ページ，2₀₁₈年₁2月号， ₆ページ．
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　₁₉₉2年には ASEANは AFTAに合意し，BBCスキームは AFTAに対応した新たなスキームへ

の転換を迫られ，₁₉₉₆年には ASEAN産業協力（AICO）スキームへと発展した．AICOスキームは，

₁₉₉₈年に入ってから認可が下りるようになった．自動車関連が中心で日系企業の利用が中心で

あった．

　2₀₀3年には ASEANは AECを実現することを宣言し，AECの柱である AFTAの確立も加速を

迫られた．当初は各国が AFTAから除外してきた自動車と自動車部品も，徐々に適用品目に組み

入れられてきた．最後まで除外してきたマレーシアも，2₀₀₄年にはそれらを適用品目へ組み入れ

関税を引き下げ，2₀₀₇年には関税を ₅％以下に引き下げた．

　AFTAにおいては，タイの AFTAの利用上位品目は自動車関連品目が多く，その主要な受益者

は日系企業であった．また AICOにおいても，2₀₀₈年 ₉ 月時点では₁₅₀件が認可されており，その

うち₁3₄件が自動車関連であった．トヨタが33件，ホンダが₅₁件，デンソーが₁2件，ボルボが ₈

件，日産が ₇件等であり，日系自動車メーカー・部品メーカーの利用が大勢を占めていた₁₅）．尚，

AICOに関しては，AFTAの関税率の引き下げとともに AICOから AFTAへの切り換えが進めら

れ，2₀₁₁年には AFTAに切り換えられた．

　以上のように，ASEAN域内経済協力政策である BBC，AICO，AFTAによって，自動車産業の

ASEAN全体の自動車部品補完・生産ネットワーク形成が支援されてきた．そして各社は，主要な

部品補完を基に，ASEAN大での自動車生産を進めてきた．次項では，ASEAN域内経済協力と自

動車部品補完・ASEAN生産ネットワーク形成を示す典型例である，トヨタ自動車の IMVプロジェ

クトについて見てみよう．

（ 2）ASEANにおける自動車生産ネットワーク―トヨタ自動車 IMVの例―

　トヨタの革新的国際多目的車（IMV）は，最初に2₀₀₄年 ₈ 月にタイで生産開始した，₁トン・ピッ

クアップトラックベース車を部品調達から生産と輸出まで各地域内で対応するプロジェクトであ

る．そしてこれまでの域内での部品の集中生産と補完を基に，域内分業と現地調達を大幅に拡大

し，多くの部品をタイと ASEAN各国で生産している．主要部品を各国で集中生産して AFTAを

利用しながら補完し，同時に世界各国へも輸出している．また完成車も，CKDを含めて ASEAN

域内で補完し，かつ世界各国へ輸出している₁₆）（図 ₅参照）．

　更に IMVプロジェクトは，トヨタの自動車と部品の集中生産と相互補完だけではなく，一次部

品メーカーの代表であるデンソーの部品の集中生産と相互補完をも拡大し，₁次部品メーカー，2

次部品メーカーや素材メーカーを含め，ASEANにおける重層的な生産ネットワークを拡大してき

ている．ASEAN域内経済協力と生産ネットワークから見ても，域内協力政策と企業の生産ネット

は，清水（₁₉₉₈），第 ₅章を参照されたい．
₁₅）　ASEAN事務局資料による．
₁₆）　詳しくは，清水（2₀₁₁，2₀₁₅）を参照頂きたい．
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ワーク構築の合致であり大きな成果と言える．また ASEAN内の生産の拡大や現地調達，技術向

上も促進されてきている．IMVは，2₀₁₅年 ₅ 月から新モデルの生産が開始された．今後，更に生

産と輸出，現地調達と部品補完が拡大するであろう．

　第 ₁節で述べたように，ASEANは2₀₁₅年末には AECを創設した．次節では，AECを含めた

FTA環境の変化が ASEANの自動車産業へ与える影響を考察しよう．

第 3節　AECの深化と FTA環境の変化が ASEAN自動車産業へ与える影響

1 ．AECの影響：AFTAによる関税撤廃のインパクト

（ ₁）AFTAによる関税撤廃

　AECの創設は，ASEANの自動車産業並びに ASEANで完成車や部品の生産を行う日系企業に，

大きなインパクトを与える．とりわけ AFTAによる関税の撤廃は，大きな影響を与えている．

AECのインパクトについて，関税の撤廃を中心に考察してみたい．

　ASEANでは，AFTAによって2₀₀3年 ₁ 月には先行 ₆カ国の関税は，ほぼ ₅％以下に引き下げら

れた．2₀₀3年₁₁月からは AECの実現に向かって，その核である AFTAを推進し，2₀₁₀年 ₁ 月 ₁ 日

には AFTAによる先行 ₆カ国による関税の撤廃がほぼ完成した．そして自動車産業の発展ととも

図 5　トヨタ自動車 IMVの主要な自動車・部品補完の概念図

　注）ヒアリングをもとに筆者作成．
出所）清水（2₀₁₁），₇3ページ．
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に，自動車と自動車部品の域内国際分業が更に加速してきた．

　その際に，タイとインドネシアに自動車産業が更に集積してきており，タイとインドネシアか

ら多くの完成車と部品を輸出している．特にタイは，毎年輸出が拡大してきた．関税が引き下げ

られてきているベトナムへの輸出も急速に拡大してきた₁₇）．タイとインドネシアが，相互に得意な

車種を一層集中生産して域内へ輸出する可能性も拡大している．これらの状況は，タイやインド

ネシアで生産を行う日系企業においても大きなプラスの影響を与えている．今後，更に完成車と

部品の生産，販売，輸出が拡大する可能性もある．

　他方，2₀₁₀年 ₁ 月の関税撤廃は，フィリピンの自動車産業にマイナスの影響を与えている．フィ

リピンの完成車の関税は，他の先行 ₆カ国の関税と並んで撤廃された．それによってタイなどか

らの自動車輸入が拡大している．この状況はフィリピンで生産を行う日系企業にも，マイナスの

影響を与えた．

　2₀₁₅年 ₁ 月 ₁ 日には，CLMV諸国においても，一部を除いて関税が撤廃された．ただし ₇ ％の

品目に関しては2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日まで撤廃が猶予された．ベトナムでは自動車と自動車部品の撤廃

を猶予した．しかし2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日には関税が撤廃されることとなった．2₀₁₅年には₅₀％，2₀₁₇

年には3₀％掛かっている完成車の関税が撤廃されると，ベトナムで生産する自動車よりも輸入車

の方が安くなると考えられた．2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日の関税撤廃によって日系企業もベトナムでの生産

を維持できるかが問われてきた．

（ 2）関税撤廃のフィリピンの例

　AFTAの完成と域内関税の撤廃が2₀₁₀年 ₁ 月になされたフィリピンの例を見てみよう．フィリ

ピンの完成車の関税は，2₀₀₉年までは ₀ ⊖ ₅ ％であったが，2₀₁₀年 ₁ 月に他の先行 ₆カ国の関税と

ともに撤廃された．フィリピンでは2₀₀₉年から2₀₁₀年に販売台数が₁3.2万台から₁₇.₀万台に大きく

拡大したが，生産台数は₆.3万台から₈.₀万台へとあまり拡大しなかった₁₈）．他方，タイからフィリ

ピンへの輸出台数は，3.₇万台から₄.₇万台に増加した₁₉）．

　2₀₁₀年から2₀₁₅年への変化では，販売台数は₁₇.₀万台から32.₄万台に大きく拡大したが，生産台

数は₈.₀万台から₉.₉万台への拡大に過ぎない2₀）．他方，タイからフィリピンへの輸出台数は，₄.₇万

台から₁₁.₈万台に大きく拡大した2₁）．2₀₁₀年において販売に占める生産の比率は₄₇.2％と約半分で

あったが，2₀₁₅年においては3₀.₅％に低下してしまった．フィリピンの販売台数は，2₀₁₆年には

₄₀.₄万台と更に拡大した．また生産台数も₁₁.₇万台（2.₉％）へと拡大した．ただし，販売に占める

₁₇）　日本貿易振興機構『通商弘報』2₀₁₆年 ₄ 月₁3日号．
₁₈）　フォーイン『アジア自動車調査月報』2₀₁₅年 2 月号，23ページ，2₀₁₆年₁2月号， ₈ページ．
₁₉）　日本貿易振興機構『通商弘報』2₀₁₆年 ₄ 月₁3日号．
2₀）　フォーイン『アジア自動車調査月報』2₀₁₅年 2 月号，23ページ，2₀₁₆年₁2月号， ₈ページ．
2₁）　日本貿易振興機構『通商弘報』2₀₁₆年 ₄ 月₁3日号．
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生産の比率は2₈.₉％と低下している．フィリピンの場合には，AFTAによる関税の撤廃が，フィリ

ピン自動車産業に負の影響を与えてきたと言える．

　しかし最近では，2₀₁₅年 ₅ 月に発表された「包括的自動車産業振興政策（CARS）」が進められ，

フィリピンの自動車産業に新たな展開が見られる．CARSは，自動車 3社に投資インセンティブ

を与える政策である．その際には ₆年間で ₁モデル2₀万台を生産すること，特定の部品・コンポー

ネントを現地化することが条件となっている．参加メーカーには投資設備補助金が付与されると

ともに，完成車生産が₁₀万台を超えた段階で ₁台最大₅.₄万ペソ（約₁2.₆万円）の生産インセンティ

ブが支給される22）．

　CARSプログラムには，三菱自工とトヨタが参加しており，三菱自工は2₀₁₇年 2 月にミラー

ジュを生産開始した．三菱自工は約₄3億ペソ（約₁₀₄億円）を投資する計画で，フィリピンの自動

車工場で最大の2₀₀₀トンのプレス機を持つ工場を2₀₁₈年 2 月に稼働して，大物プレス部品を現地

化している．トヨタは2₀₁₈年 ₇ 月に新型ヴィオスを CARS対応モデルとして生産開始した．トヨ

タの CARSプロジェクトへの投資計画は，サプライヤーを含めて32億ペソ強となる．こうして，

2₀₁₆年までは月間₈₀₀₀～ ₁ 万台前後の生産規模が2₀₁₇年 2 月以降は月平均₁.2万台となっている23）．

　CARSによって，認定された自動車の生産が拡大するとともに，投資インセンティブにより，

組み立てと部品生産の投資が増加する．フィリピンの例のように，自動車産業があまり優位を確

立していない中で関税が撤廃されたとしても，市場が拡大を続けるとともに，政策によって生産

と投資が促されるならば，自動車産業が発展する可能性があるかもしれない．フィリピンの自動

車産業の発展は，市場の拡大とともに，CARSを含めた今後の自動車政策に依るであろう．

（ 3）関税撤廃のベトナムの例

① AFTAによる関税撤廃とベトナム自動車産業

　次にベトナムの例を見てみよう．最近の FTA環境の変化による影響の顕著な例である．2₀₁₅年

₁ 月 ₁ 日には，CLMV諸国においても，一部を除いて関税が撤廃された．ただし， ₇ ％の品目に

関しては2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日まで撤廃が猶予された．ベトナムでも自動車や自動車部品等の品目を猶

予品目に入れた．

　ベトナムでは2₀₁₀年までは完成車関税は₈3％であったが，2₀₁₁年には₇₀％，2₀₁3年には₆₀％，

2₀₁₄年には₅₀％，2₀₁₆年には₄₀％，2₀₁₇年に3₀％へと急激に引き下げられ，2₀₁₈年 ₁ 月に撤廃さ

れることとなった．

　ベトナムの自動車販売は，たとえば最近の2₀₁2年から2₀₁₆年で見ると，2₀₁2年には₉.3万台だっ

たが2₀₁₆年に3₀.₄万台へと急速に拡大した．また生産も2₀₁2年には₇.₄万台だったが，2₀₁₆年に23.₆

22）　フォーイン『アジア自動車調査月報』，2₀₁₇年 ₉ 月号，2₈⊖2₉ページ．
23）　フォーイン『アジア自動車調査月報』，2₀₁₇年 ₉ 月号，2₈⊖2₉ページ，2₀₁₈年 ₉ 月号， 3ページ．
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万台へと急速に拡大した2₄）．販売に占めるベトナムでの生産の比率は2₀₁2年に₇₉.₆％，2₀₁₆年に

₇₇.₆％であった．そして，同時期にタイからの自動車輸入は₄,₄₁₄台から3₄,2₄2台へ，インドネシア

からの輸入は₈3₀台から3,₈3₈台へ急速に拡大した．2₀₁₇年 ₁ ⊖ ₆ 月には，タイからの輸入が前年同

期の₁₅,₁₀₆台から₁₉,₁₇₀台へ拡大し，インドネシアからの輸入は，後述するようにトヨタが IMV

の SUVであるフォーチュナーを現地生産からインドネシアからの輸入に切り替えたことがあり，

₁,3₀₄台から₁₀,₈₁₄台へ急速に拡大した2₅）．

　ベトナムでの生産の維持は，ベトナム政府がどのような自動車政策を採るかにも関わる．最近

では，特別消費税（SCT）を変更し，2₀₁₆年 ₇ 月から₁.₅L以下の小型乗用車を減税し，他方2.₅L

超の乗用車を増税した．更に2₀₁₈年 ₁ 月からは2.₀L以下の乗用車を減税する一方，2.₅L超の車両

を増税することとした．多くの小型の乗用車を生産する日系自動車メーカーにはプラスに作用す

ると考えられた．しかし投資インセンティブを含めた自動車政策は採られず，これらの政策が自

動車の現地生産の拡大や投資に結び付くのは難しいと考えられた．

　このような状況の中で，日系各メーカーは，2₀₁₈年 ₁ 月の関税撤廃に合わせて，輸入車の車種

を増やすとともに，現地生産を維持しながら現地生産車種を絞り込み，その生産量を確保する方

針を採ってきた．いくつかの車種は，現地生産から輸入へ切り替えており，たとえば2₀₁₇年 ₁ 月

には，トヨタがフォーチュナーの生産を終了しインドネシアからの輸入に切り替えた．またホン

ダがシビックの生産を終了してタイからの輸入に切り替えた．フォーチュナーがインドネシアか

らの輸入に切り替わり，2₀₁₆年 ₁ ⊖ ₆ 月のベトナムのインドネシアからの自動車輸入は₁,3₀₄台に過

ぎなかったが，2₀₁₇年 ₁ ⊖ ₆ 月には₁₀,₈₁₄台に急拡大した2₆）．

　ベトナムでは，2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日に，2₀₁₇年における3₀％の関税が一気に撤廃された．完成車の

関税が撤廃され，ベトナムで生産する自動車よりも輸入車の方が安くなると考えられていた．ま

た関税撤廃によって自動車が安くなることを期待して，2₀₁₇年には自動車の買い控えも見られた．

②「政令₁₁₆」による輸入制限とベトナム自動車産業

　以上のような状況であったが，ベトナムでは2₀₁₈年 ₁ 月からきわめて輸入禁止的な政策が採ら

れることとなった．2₀₁₇年₁₀月₁₇日に公布された「政令₁₁₆号」により，2₀₁₈年 ₁ 月から完成車を

輸入する場合に，輸入者は，検査時に他国政府が発行する認可証を提出すること，輸入ロット（一

船）ごと・車両仕様別に交通運輸省登録局（VR）による排気量および安全性能検査を行うことが

義務付けられた．前者は本来輸出車を対象としたものではなく，後者では ₁回に付き 2カ月程度

のリードタイムと ₁万ドル程度の多大な負担が発生するとされる2₇）．

2₄）　フォーイン『アジア自動車調査月報』2₀₁₅年 2 月号，23ページ，2₀₁₇年₁2月号， ₄ページ．
2₅）　フォーイン『アジア自動車調査月報』2₀₁₇年 ₈ 月号，₄₅ページ．
2₆）　フォーイン『アジア自動車調査月報』2₀₁₇年 ₈ 月号，₄₅ページ．
2₇）　日本貿易振興機構『通商弘報』2₀₁₈年 ₁ 月₁₇日号．
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　2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日には，AFTAによって関税が撤廃されたにもかかわらず，「政令₁₁₆号」が発効

し，完成車輸入が全面的にストップしてしまった．2₀₁₈年 3 月にタイからの完成車輸入が， ₄月

にインドネシアからの輸入が再開したが，2₀₁₈年 ₁ ⊖ ₆ 月の自動車販売は，前年同月比で₆.₄％の

₁2.₆万台に減少し，輸入車の販売台数は₄₉.₅％減の₁.₉万台であった．たとえば，輸入モデルである

トヨタのフォーチュナーは₉₈.₅％減，ハイラックスは₈3.₁％減であった2₈）．

　「政令₁₁₆号」による措置はきわめて輸入禁止的な非関税障壁であり，ASEAN経済統合の深化に

逆行する．ベトナムにとっては，ASEAN経済統合による関税撤廃が進む中で自国の自動車生産を

守るための措置であり，かつなかなか政策が策定できなかったための苦肉の策であったかもしれ

ない．しかし ASEAN全体の経済統合の深化に大きくマイナスとなるであろう．インドネシアが

₈月に自動車の事実上の数量規制を取り入れたように，このような政策が拡大する可能性もある．

　「政令₁₁₆号」に対しては，ASEANとしての対策が必要である．ASEAN事務局によると，タイ

やインドネシアは ATIGA調整委員会（CCA）に問題を提起した．またベトナムの措置に対して 2

社が ASEAN投資・サービス・貿易解決（ASSIST）によって申し立てを行い，ASEAN事務局も

この件を非関税障壁で生じている問題として実例マトリクスに登録した2₉）．またタイは，2₀₁₈年 ₈

月のタイ―ベトナム合同通商委員会（JTC）において，「政令₁₁₆号」の問題解決を目指して，自動

車製品規格の相互認証合意の締結でベトナムと基本合意した3₀）．実際にベトナムのような政策が出

される中で，また世界全体で保護主義が拡大する中で，「政令₁₁₆号」や非関税障壁に対する各国

や ASEANの更なる対策が必要であろう．

　ベトナム政府が自動車産業の保護政策を行う中で，新たにベトナムの国内メーカーが自動車を

生産する動きもある．ベトナムの国内メーカーであるビンファストは，2₀₁₉年にビンファストブ

ランドの乗用車と SUVを生産開始する計画である．そしてそのために2₅万台の新工場を整備す

る．また GMベトナムの既存工場を取得する3₁）．ASEAN経済統合の進展とともに ASEANでの

自動車生産・販売を行ってきた日本メーカー等にとっては，新たな競争相手の出現並びに新たな

環境変化となる．

　今後ベトナム政府がこれらの措置を続けるのか，どのように自動車産業政策を進めていくかは，

今後のベトナム自動車産業の発展とともに，ASEANの経済統合と自動車産業にも大きな影響を与

える可能性がある．

2₈）　フォーイン『アジア自動車月報』2₀₁₈年 ₈ 月号，₄₄⊖₄₅ページ．
2₉）　2₀₁₈年 ₉ 月の日本アセアンセンターと ASEAN研究会（ASGT）による ASEANミッションの際の

ASEAN事務局リロ AEC担当次長とのインタビューによる．
3₀）　フォーイン『アジア自動車月報』2₀₁₈年₁2月号，2₁ページ．
3₁）　フォーイン『アジア自動車月報』2₀₁₈年 ₉ 月号，3₈⊖3₉ページ．
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2 ．トランプ大統領就任後の保護主義の拡大とメガ FTAの影響

　最後に，トランプ大統領就任後の政策の影響や TPP₁₁の影響についても考えてみよう．トラン

プ大統領就任後の保護主義政策は，ASEANの自動車産業に直接の影響は多くはないかもしれない

が，世界経済全体の保護主義化と AECの深化へのマイナスの影響が，ASEAN自動車産業にも負

の影響を与える可能性がある．

　第 ₁節で述べたように，2₀₁₇年 ₁ 月2₀日には実際にトランプ氏がアメリカ大統領に就任し， ₁

月23日には TPPからの離脱に関する大統領令に署名した．アメリカの TPP離脱は，ASEAN経済

統合と ASEAN各国にも大きな負の影響を与える．ASEAN経済統合に与える影響では，第 ₁に，

ASEAN経済統合を追い立てる力が弱くなる．第 2に，TPPが RCEP交渉を促す力が弱くなり，

RCEPが AECを追い立てる力も弱くなる．第 3に，TPPのいくつかの規定が AECを深化させる

可能性は低くなる．そして TPPが頓挫することは，あるいはトランプ大統領になって世界経済が

保護主義的になることは，東アジア経済全体に大きな負の影響を与える．ASEANを含めて東アジ

ア各国は，貿易と投資の相互依存関係の増進の中で急速な成長を遂げてきたからである．

　アメリカ発の保護主義と貿易摩擦は，更に世界経済を大きく揺さぶってきている．トランプ大

統領は，TPP離脱とともに，NAFTAや米韓 FTA等の再交渉を行い，更には世界各国からの輸入

に高関税を掛け，貿易摩擦を引き起こしている．とりわけ，2₀₁₈年からの中国との貿易摩擦は，大

きな負の影響を世界経済に与えている．トランプ政権は，2₀₁₈年 ₇ 月に中国からの大豆や自動車

などの3₄₀億ドル分の輸入に2₅％の追加関税を掛け， ₈月には古紙など₁₆₀億ドル分の輸入に2₅％

の追加関税を， ₉月には LNGなど₆₀₀億ドル分の輸入に ₅ ⊖₁₀％の追加関税を掛けた．中国もアメ

リカからの輸入に報復関税を掛け，現在，アメリカは中国からの輸入額の約₅₀％に高関税を掛け，

他方，中国はアメリカからの輸入額の約₇₀％に高関税を掛ける事態となってしまっている．

　世界各国が保護主義的になってきている中で，日本は2₀₁₇年 ₅ 月に TPP₁₁を提案してその後の

交渉をリードした．2₀₁₇年 ₅ 月の交渉会合で日本が提案した TPP₁₁が交渉開始され，2₀₁₇年₁₁月

の閣僚会合で TPP₁₁（包括的及び先進的な TPP協定：CPTPP）が大筋合意された．各国がアメリ

カとの間で結んだ厳しい条件のいくつかは凍結された上で，2₀₁₈年 ₁ 月の TPP交渉会合で協定文

が最終的に確定し， 3月 ₈ 日に₁₁カ国によって署名された．そして ₆カ国の国内手続きの完了を

経て，₁2月3₀日に TPP₁₁（CPTPP）が遂に発効された．

　また日本は EUとのメガ FTAを進め，日本 EU・EPAが2₀₁₇年 ₇ 月に大枠合意，₁2月に交渉妥

結，2₀₁₈年 ₇ 月に署名されて，2₀₁₉年 2 月 ₁ 日に発効された．RCEPに関しては，2₀₁₈年中に交

渉妥結することはできなかったが，TPP₁₁と日本 EU・EPAが発効される中で，2₀₁₉年秋の交渉

完全妥結を目指している．

　トランプ大統領の影響等によって世界全体が保護主義化する中で，TPP₁₁と日本 EU・EPAの

発効が世界の通商体制の保護主義化を逆転する一歩となり，更に RCEP交渉や AECの深化にも
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正の影響を与える可能性はある．そしてそれらが，ASEAN自動車産業の発展に更に影響を与える

可能性があろう．

お わ り に

　AECの創設とりわけ AFTAによる関税の撤廃は，ASEANの自動車産業に大きな影響を与えて

いる．2₀₁₀年 ₁ 月 ₁ 日には AFTAによる先行 ₆カ国による関税の撤廃がほぼ完成し，自動車産業

の発展とともに，自動車と自動車部品の域内国際分業が更に加速してきた．その際にタイとイン

ドネシアの自動車産業が正の影響を受けて更に発展してきた．他方，2₀₁₀年 ₁ 月の関税撤廃は，

フィリピンの自動車産業に負の影響を与えた．2₀₁₅年 ₁ 月 ₁ 日には CLMV諸国においても，一部

を除いて関税が撤廃され，遂に2₀₁₈年 ₁ 月には猶予品目も撤廃されて AFTAが完成した．ベトナ

ムでは，2₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日に関税が一気に撤廃された．しかしベトナムでは，2₀₁₈年 ₁ 月からきわ

めて輸入禁止的な政策が採られることとなった．ASEANの経済統合には逆行する事態であり，他

の諸国にも波及する可能性もある．「政令₁₁₆号」や非関税障壁に対する各国と ASEANの更なる

対策が重要である．

　トランプ大統領就任以後の保護主義の拡大と AECへのマイナスの影響は，ASEAN自動車産業

にも負の影響を与える可能性がある．逆風の中でも AECが更に深化していくことを期待したい．

そしてトランプ大統領の影響等によって世界全体が保護主義化する中で，TPP₁₁（CPTPP）の署

名が世界の通商体制の保護主義化を逆転する一歩となり，ASEAN自動車産業の発展にも正の影響

を与えることを期待したい．

　AECの実現を含めた FTA環境の変化は，ASEANで完成車や部品の生産を行う日本企業にも，

大きな影響を与えるであろう．ASEANにおいて日系企業のシェアはきわめて大きく，有利な立場

にある．またこれまで ASEAN経済統合が自動車産業の部品補完や生産ネットワーク形成を支え

てきており，その主要な受益者は日系企業であった．ただし中国企業等の進出も増えてきており，

国内メーカーが保護を受けて生産を始める例もあり，日本メーカーにとっては，更に優位を追求

していく必要があろう．

　自動車産業においては，世界各国で進められている EV化（電気自動車化）についても考えてお

く必要がある．ヨーロッパや中国で実際にどのように EV化が進められるか？ ASEANでは，今

後どのように EV化が進められるか？　それらは，今後の ASEANの自動車産業にも大きく影響

する可能性がある．

　世界経済における保護主義の拡大の下で，ASEAN経済統合がどのように深化していくか，

CPTPPや RCEP等のメガ FTAがどのように進められていくか，そしてそれらの変化の中で

ASEANの自動車産業がどのように発展していくかを，更に研究していくことにしたい．
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付記： 長谷川先生には，中央大学経済研究所のアジア経済圏研究会とその研究合宿，国際貿易投資研究所
（ITI）の FTA研究会や国際貿易投資研究会等で大変お世話になりました．改めて謝意を表させて
頂きます．

　　　 　尚，本論は，2₀₁₇年度 ITI研究プロジェクトの報告書『TPPと ASEANの貿易，投資，産業への
影響』（2₀₁₈年 3 月）の「第 ₅ 章　FTA環境の変化と ASEAN自動車産業―AEC・トランプショッ
ク・TPP₁₁の影響―」（清水一史）を基に，また2₀₁₈年 3 月の中央大学経済研究所アジア経済圏合
宿研究会における報告と議論も基に，大きく加筆修正したものである．また本論は，2₀₁₈年 ₉ 月の
日本アセアンセンターと ASEAN研究会（ASGT）による ASEANミッションの成果の一部であ
る．
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